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本論文の目的は、本研究科で学んだ SAP の寄附講座である「ERP（Enterprise Resource 
Planning :以下 ERP と略称）システム実務」講座の知識を基礎に、今後ますます重要となっ
てくるであろう企業の経営意思決定に有効であると考えられる ERP パッケージのツールの
一つである BI（Business Intelligence:以下 BI と略称）ツールの有効性について、実務的・
学術的側面から検討し、この領域の研究を深化させ、実社会に有用足らんとすることである。 
 2000 年代前半にかけて多くの日本企業において ERP パッケージが本格的に導入され、
ERP がもたらす恩恵である経営情報の統一化がなされたとの報告がなされている
（SAP,2010）1。ERP パッケージの導入に際し、ERP パッケージが最も効率よく機能するた


















                                                   
1 SAP ホームページ 
http://www.sap.com/japan/index.epx 












を抽出するとともに、ERP パッケージの世界シェア第一位のベンダである SAP の BI ツール
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第一章 ERP における BI ツールの概論 
 






とを ERP パッケージと呼ぶ。代表的な ERP パッケージ製品には SAP R/3、Oracle 
E-Business Suite、Peoplesoft、One World、BaanERP、BPCS の 6 製品があり、これらで
世界シェアの 70％を占めている（中村・渡辺・本間・坂田・石川・細貝,2002）。日本におい
ても、SAP Business Suites(SAP ERP R/3)、COMPANY、Oracle E-Business Suite、
SuperStream、GLOVIA/SUMMIT などで日本シェアの 50％を占めている（ERP 研究推進
フォーラム,2010,p.142）。ERP パッケージは各国の商習慣の違いなどを極力均一化するよう
にシステム構築されたベストプラクティスであるものが多いが（SAP,2009）、COMPANY な




























（Decision Support System:以下 DSS と表記）が登場したことにより、これが今日の BI ツ
ールの概念になったのではないかと考えられる。ただし、当時のデータベース技術では、経
営者の不定形で多様な要求に対応することができず、概念のみが先行した。 
また、（中,1998）が指摘するように、EDPS や MIS、DSS は企業の組織階層別の業務を
合理化することを目的としていたが、情報システムを業務改革のために戦略的に活用するこ






を、情報技術を活用して再構築する BPR の考え方が急速に広まった。BPR を導入した企業
は、職能別階層組織に比べ意思決定や行動を起こすまでに必要な承認数（工程数）が相対的
に尐なくなるため、情報の共有や意思決定及びプロセスの可視化をいかに行うかが重要とな







図表 1 日本における ERP 導入企業の推移（ERP 推進フォーラム,2010,p.107） 
 
 
日本において ERP パッケージの導入が加速したのは、西暦 2000 年問題を直前に控えた































例を紹介している。同社では、「店舗の POS（Point Of Sales）レジで収集された販売情報が
90 分以内にデータウェアハウスに格納され、販売や在庫削減に利用されている。しかも、蓄



























































内部統制への備え 2009 年 3 月期の金融商品取引法（日本版 SOX
法）施行に伴い、財務諸表リスクを適正レベル
にまで軽減した業務、財務会計システムの構築 
国際会計基準対応 国際会計基準の任意適用（2010 年 3 月期から）、
又は強制適用（2015 年、又は 2016 年に開始と
推測）への対応 
 























それによると、ERP パッケージを導入する前は、北米、欧州、アジアの 3 つの地域で発送ま
でにかかる時間には歴然とした差があった。具体的には、「システム導入前の四カ月前間では、
欧州の支社で 35 日、アジアの支社では 36 日しかかからなかったのに対し、北米の支社では
51 日も要していた」（Carr,2004,p.121）が、全社共通の ERP パッケージを導入した途端に、




































このように、ERP パッケージの導入に際して障害があるものの、図表 1 に示されるように、
日本企業は現在においても導入を行っている。そして、ERP パッケージの拡張ソフトの一環
として、BI ツールが合わせて利用されるようになった。これは、近年の IT 技術の進化によ
り、導入コストを削減できたことが理由と考えられる。 
 








ERP パッケージおよび BI ツールが管理会計とどのように結びついているかを見ていく。
































































































第二章 BI ツールの利用状況および期待値 
 
 





















図表 5 は、Business Week Research Services（BWRS）が 2006 年 2 月、BI/アナリティ
クス・ツールと、それに必要なインフラストラクチャーに焦点を当て、IT の利用と価値に関
する最高経営責任者（Chief Executive Officer:以下 CEO と略称）、最高財務責任者（Chief 
Financial Officer:以下 CFO と略称）、最高執行責任者（Chief Operating Officer :以下 COO
                                                   
3ビジネス・インテリジェンスがもたらす機会  
http://www.sap.com/japan/platform/netweaver/brochures/index.epx 
2010 年 11 月 12 日アクセス 
図表 5 BI/アナリティクス機能の利用状況（BusinessWeek Research Services、「Wave 
VIII: Tighter Embrace of IT」,2006） 




と略称）、最高情報責任者（Chief Information Officer:以下 CIO と略称） などの上級役員ク
ラス（C レベル・エグゼクティブ）の考えについて調査プログラムを実施したものの一部を
加筆修正したものである。この調査プログラムは、BWRS の Market Advisory Board（北
米における『Business Week 』誌と Business Week Online Web サイトの購読者 14,000 人
で構成）のうち「C チーム」と呼ばれるグループに対するオンライン調査によって行われ、


































































































                                                   































情報を引き出させるが 26.8％となっている。さらに、経営企画担当責任者が端末で ERP パ



















































































利用者の能力の 2 点にあると考える。 
 






マネジメント・コントロールの概念を最初に確立したのは 1965 年に Anthony が著した
















































図表 10 からもERP パッケージに対する投資額が決して低いものではないことがうかがえる。
24 
 















                                                   
5 EPM 
http://www.tableausoftware.jp/keywords/epm.html 




































































































顧客をターゲットにしたベビー専門のベビーザらスを事業の中心としている。2010 年 10 月
現在 店舗数はトイザらスが 111 店舗、ベビーザらスが 18 店舗、併設店が 39 店舗となって
いる。またどちらもオンラインでの販売も行っている。2009 年度の玩具市場の市場規模は店










                                                   
6社団法人日本玩具協会調べ 
http://www.toys.or.jp/sijyoukibo_data.htm 








 図表 11 では一見職能別組織のように見えるが、トイザらス、ベビーザらスという 2
つの事業部に対して商品発注や、店舗運営、配送などを行っているため、会計や IT など
組織のインフラとなりうる部分を除いては、実質的に事業部制組織となっている。 
                                                   
7 日本トイザらス株式会社ホームページより作成 
http://www2.toysrus.co.jp/truj/company/org.html 














































































第二項 ERP パッケージおよび BI ツールの概要 
 







図表 12 財務会計システム構築手段としての ERP（Accenture,2009,講義資料） 
 
 














































































第三項 BI ツールを利用したレポーティング作成者およびその利用者 
 
 前項で述べたとおり、日本トイザらス株式会社ではレポーティングツールとして BI ツー
ルを利用している。では誰に対してレポーティングを行っているのか。これは大きく 2 つに
分けることができる。ひとつは取締役会の定例会議用に作成されるものであり、各店舗の詳














るかをモニターするシステムとして、BI ツールが使われていると考えられる（図表 13 参照）。  
 
















































 図表 14 から、日本トイザらス株式会社では事業経営をサポートするハイパフォーマンス






























図表 15 経営管理情報（ベリングポイント,2005,p.219） 
 
 





















































図表 16 経営管理の PDCA の在り方（ベリンポイント，2005,p.8 より一部加筆修正） 
 
 












水平展開 ローカル グローバル 

























ていることを PwC の講義において聴いた。 
さらに、筆者が 2010 年 11 月 23 日に東証一部上場企業の精密機器メーカーである A 社の
経理部の方に行ったヒアリングにおいても、年度予算の編成に関して 4 カ月から 5 カ月ほど
時間をかけているとのことであった。しかも、A 社では ERP パッケージや BI ツールを使っ
ているわけではなく、表計算ソフトを用いて編成業務行っているようであるが、PDCA の最




















第一節 マネジメント・コントロール・システム（組織構造）の問題  
 
第 4 章において、日本トイザらス株式会社の事例を見た。ERP システムおよび BI ツール
が機能しやすい組織は事業部制組織であるという意見もあるが、Accenture の ERP 導入プ
ロジェクトの経験があるコンサルタントによると、必ずしもそうではない。企業がどのよう
な組織形態を採っていようとも、ERP パッケージを導入するに当たり、組織形態を ERP シ
ステムが動きやすいように変革させる、すなわち BPR を行うからである。事実、（横田,2005）
の研究によると、ERP パッケージの導入目的のうち、BPR を目的として行った企業は全体






























































































































また、図表 19 では IT 投資立案方針に BPR がどれほど考えられているかを表したもので
ある。図表を見る限り、全体的に BPR を考慮に入れている企業は 60％前半に及ぶ。業種別
ではサービス業・その他のうち 80％に近い企業が IT 投資の際に BPR を検討している。売




















では BI ツールに関してはどうであろうか。日本トイザらス株式会社は BI ツールに関して
は ERP パッケージソフトと同一ベンダのものを使用しているわけではない。通常、同一ベ
ンダであったほうが、ソフト間での不具合が起こりにくいと考えられるが、石橋氏は必ずし
もERP パッケージと同一ベンダの BI ツールを利用することが現状把握や意思決定に必要な
データを抽出できるとは限らないと述べている。日本トイザらス株式会社では、ERP パッケ
ージのベンダとは異なるベンダが開発した BI ツールを用いている。このような企業は日本
トイザらス株式会社だけではない。図表 9 を見る限り、EPM ないし BI ツールの使用に際し、
ERP パッケージと連携させることなく、自社で独自開発したシステムと連携させたり、







れに関しては第 7 章において詳述する。石橋氏によれば、このように ERP パッケージと連
動させない、ないし、連動させても ERP パッケージのベンダが開発した BI ツールを使わな
い理由は 2 つある。一つは、ERP パッケージのベンダが作成した BI ツールは ERP パッケ
ージのベンダとは異なるベンダが開発した BI ツールに比べ非常に高価である、という点で









                                                   
8 SaaS 
http://e-words.jp/w/SaaS.html 





ているようだ。大手 ERP パッケージベンダが開発した BI ツールはカスタマイズできないも
のもあり、実装された分析ツールの中でしか分析手法が選べないため、本当に必要な情報、
知りたい情報が出てこないという現状があるように考えられる。 
一方で、筆者は 2010 年 11 月 19 日に製薬業を営む B 社に対しヒアリング行った。それに
よると、B 社は 2003 年に外部コンサルタントとともに予算、財務系に関して大手 ERP パッ
ケージの導入をおよそ 50 億円かけて行った。そして、導入した ERP パッケージのベンダが
作製した BI ツールを購入し使用したが、うまく使えていないと述べている。BI ツールを用

































































































 さらに、筆者は 2010 年 12 月 4 日、滋賀県を中心に DIY 事業を展開するホームセンター













とした家庭が多く、田植えの時期の 5 月や刈入れ時期の 9 月には農業製品がよく売れる。そ
して、近畿地方有数の豪雪地帯であるため、冬季は除雪用品がよく売れる。また、お盆やお
正月の季節は県外へ出ている人たちが帰省するため、それに合わせて客層が変わる。一方湖











トの認識はどうなっているのであろうか。筆者は ERP パッケージで業界シェア第 1 位であ
る SAP の BI 関係で 10 年近く仕事をされ、営業やインストラクターも担当された非常に経


























 では、利用者の能力から BI ツールが使えないといったことはないのであろうか。この問







































図表 21 では、C レベル・エグゼクティブに対して、誰にとってどのように重要かを 1 か






                                                   
9SAP ホームページ 
http://www.sap.com/japan/campaigns/2010/bi_success/expert2.epx 
2010 年 11 月 3 日アクセス 
図表 21 BI/アナリティクスの拡大（：BusinessWeek Research Services、「Wave VIII: Tighter 
Embrace of IT」,2006,一部加筆修正） 
2006 年 4 月） 
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10 SAP ホームページ 
http://www.sap.com/japan/campaign/2010/bi_business_expert8.epx 
























を会得することは難しくなるからである。そして、ERP パッケージの導入に合わせて BI ツ



















したがって、ERP パッケージおよび BI ツール導入の前段階でこれらのシステムが有効に







































図表 22 によると、ERP パッケージベンダのサポート力が強いのは、ERP パッケージの日




SI ベンダの対応に関しては Oracle が高い評価を受けている。これより、導入という段階で
導入企業の既存システムとの連携や、置き換え、商習慣への対応などをシステム面からしっ























自社業務への適合性 42.3 11.8 45.5 66.7 63.6 71.4 42.9
業務機能の豊富さと高度さ 32.8 35.3 27.3 44.4 45.5 14.3 14.3
業界標準や国際標準への対応 32.8 67.6 9.1 44.4 36.4 14.3 14.3
市場シェアや稼働事例 31.4 55.9 27.3 22.2 27.3 28.6 28.6
価格 27.7 0 27.3 33.3 36.4 42.9 14.3
カスタマイズの容易さと短期間導入 27 11.8 18.2 22.2 18.2 42.9 42.9
SIベンダの提案内容やサポート力 27 26.5 9.1 66.7 27.3 14.3 14.3
パッケージ・ベンダのサポート力 25.5 14.7 18.2 22.2 27.3 57.1 57.1
日本の商習慣への対応 23.4 0 54.5 33.3 54.5 57.1 28.6
同業他社や社内での実績 19 23.5 18.2 11.1 36.4 28.6 28.6




















自社業務への適合性 66.7 60 0 100 0 33.3 100
業務機能の豊富さと高度さ 66.7 40 33.3 66.7 0 0 50
業界標準や国際標準への対応 0 0 33.3 66.7 0 0 0
市場シェアや稼働事例 16.7 20 33.3 33.3 33.3 66.7 0
価格 50 20 33.3 33.3 0 100 0
カスタマイズの容易さと短期間導入 33.3 40 66.7 0 0 33.3 0
SIベンダの提案内容やサポート力 33.3 60 33.3 33.3 0 33.3 50
パッケージ・ベンダのサポート力 50 0 0 33.3 33.3 33.3 50
日本の商習慣への対応 50 60 0 33.3 0 33.3 0
同業他社や社内での実績 0 20 33.3 0 0 0 0

































































 現在は BI ツールを導入するために、既存のシステムや ERP パッケージと連携させる状態
にするために、多くのコストをかけなければならない。先に述べたが、経済的な理由で導入
が阻害されていることも多いと考えられる。そこで、富士通は自社のクラウド環境で SAP
の BI ツールを提供するサービスを 2010 年 5 月より開始した。SAP は、2006 年より北米で





報を富士通のクラウド12上にのせ、その中で SAP の BI ツールを利用するという点にある。
すなわち、自社で BI ツールを保有する必要がなく、今まで必要であった DWH や ETL ソフ
トが必要でなくなり、富士通によれば最短で申し込みの翌日から翌日から利用可能であると





















                                                   
11 富士通ホームページ 
http://jp.fujitsu.com/solutions/sap/services/biondemand/ 


































































 また、本論文の特性上、多くの企業関係者の皆様にもご協力いただいた。特に第 4 章の執
筆にあたっては、日本トイザらス株式会社 CFO の石橋善一郎様に長時間の時間を割いてい
ただき、有益なご助言を頂いた。ここに深謝の意を表する。 
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